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（１） 問題用紙は、この表紙を含めて１４ページあります。
（２） 問題は、全部で４問（問題１から問題４まで）あります。４問すべ

てに答えなさい。
（３） 解答用紙の指定の欄に、受験番号、氏名を記入しなさい。
（４） この問題用紙及び下書き用紙は持ち帰って結構です。

問 題 用 紙

小 論 文
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（入試問題は、４ページからです。）
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（入試問題は、４ページからです。）
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問題１ 資料１を読み、以下の（１）から（３）の問いに答えなさい。

（１） 下線部の㋐㋒㋔のカタカナを漢字で書き、㋑㋓の読みをひらがなで書きなさい。
（２） 以下のアからエの記述について、資料１に記述されている内容として適切なものには

〇を、不適切なものには×を書きなさい。
ア 高学歴の教員は、生徒の非認知能力を伸ばすことに長けている。
イ ２００７年の法改正後に、インドのデリーの私立学校に元々通っていた生徒の成績が

下がった。
ウ 非認知能力には忍耐力、リーダーシップ、責任感、社会性が含まれる。
エ 学習塾に通っている子どもは認知能力を伸ばすことができる。

（３） 波線部の記述について、その根拠を１８０字以内で要約しなさい。

問題２ 資料１の内容を踏まえて資料２を読み、以下の（１）から（４）の問いに答えなさい。

（１） Figure 4.1 は、ペリー就学前プロジェクトの効果を教育的効果と４０歳時点での経済的
効果に分けて示した図である。空欄にした教育的効果の図として適切なものを以下の
アからエの中から１つ選び、記号で答えなさい。
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＊ ★の注釈は p. 13 の Figure 4.2 の Source に記載されている。
＊ Enrolled in special education 特別支援教育の受講
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（２） 下線部①を日本語に訳しなさい。
（３） 以下のアからエの記述について、ペリー就学前プロジェクトの処置グループが受けた

就学前教育の内容として、適切なものには〇を、不適切なものには×を書きなさい。
ア 就学前教育はオンラインで実施された。
イ 就学前教育にかける時間は平日より週末のほうが長かった。
ウ 子どもは教師が考えた遊びを実践するよう促された。
エ 就学前教育を実施した期間は１年未満であった。

（４） 資料２のタイトルとして、最も適切なものを以下のアからエの中から１つ選び、記号
で答えなさい。
ア More than Cognition
イ Early Life Matters
ウ Genetic determinism
エ Early Interventions Make a Difference

問題３ 資料３を読み、以下の（１）、（２）の問いに答えなさい。

（１） 表１と表２の空欄①から空欄④に入る数値を答えなさい。割合は小数第二位を四捨五
入して、小数第一位まで求めなさい。

（２） 教師と保育人材の過不足状況について読みとれることを、その根拠を示しつつ１５０字
以内で述べなさい。

問題４ 資料１から資料３を全て用いて、子どもの非認知能力を向上させるうえで、日本には
どのような問題があるのかを２００字以内で論じなさい。

―６―



「将来しっかり稼ぐ大人に育てる」方法の３つ目は、子どもたちの「非認知能力」を伸ばすこ
とです。近年の経済学では、非認知能力の重要性を強調するエビデンスが多く蓄積されていま
す。
そもそも非認知能力とは何なのでしょうか。学力テストやＩＱテストで計測することのでき

あら

る能力を「認知能力」と呼びます。その「認知能力」に「非ず」というわけです。
英語では、noncognitive skills と表現されますので、「能力」というよりは、「スキル」と表

現するほうが正確なのですが、日本では非認知能力という呼び方が
㋐
テイチャクしていますから、

ここではそれに倣って非認知能力と呼ぶことにしましょう。
具体的には、どのようなものが非認知能力にあたるのでしょうか。
第１章で出てきた忍耐力、リーダーシップ、責任感、社会性などがこれにあたります。これ

らを測るには本章のコラム（６３頁～）でご紹介しているような方法があります。非認知能力と
言ってもその中身や測り方はさまざまで、とても一括りにできるようなものではありません。

（中略）

非認知能力を伸ばすには何をすればよいのでしょうか。第１章で見てきたスポーツやリー
ダーシップについて思い出してください。スポーツをすることによって養われる忍耐力や、生
徒会や部活動を通して

㋑
培われるリーダーシップもまた非認知能力です。つまり、スポーツやリー

ダーの経験は非認知能力を伸ばすために有効だと言えるでしょう。

（中略）

学校の中で、非認知能力を高めることはできないのでしょうか。最近では、公立学校の教育
課程の中で非認知能力を伸ばす取り組みが行われています。
一連の研究を牽引しているのが、イタリアのフィレンツェにある国際研究機関、欧州大学院

のスール・アラン教授です。
彼女の研究グループは、小学生向けに、「自制心」、「やり抜く力」、そして「好奇心」という

非認知能力を育てる３つのプログラムを開発し、実際にこれらの非認知能力を伸ばすことに成
功しています。

（中略）

好奇心以外にも、「向社会性」や「利他性」を高めることにも注目が集まっています。向社
会性とは、一言でいうと「他者への思いやり」です。人格の中でも特に重要だと言えますし、
人々の向社会性は社会全体に影響を及ぼします。
たとえば、環境問題が深刻化する現代のような社会においては、自分の利益だけを追求し、

環境を破壊してしまっては、持続可能ではなくなってしまいます。自分のことだけでなく、他
者を理解、尊重することの重要性が高まっていると言えるでしょう。

資料１

―７―
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また、向社会性や利他性の高い人は、健康で、幸福感が高く、収入も高いというエビデンス
があります。自分のことしか考えていない人が、他人から尊敬されたり大切にされたりするは
ずもありませんから、当然のことかもしれません。
しかし、他者への思いやりが大切だと頭ではわかっていても、実際に行動に移すのは難しい。

自分の利益だけでなく、周囲や社会全体の利益を考えて行動しましょうと子どもたちに教える
ことは簡単ではありません。
そんな中、学校の中で子どもたちの向社会性が高まったことを示すエビデンスがあります。
インドのデリーでは、２００７年に法改正が行われ、私立学校で、貧困世帯の子どもたちを無償

で受け入れることが義務化されました。それまで私立学校の生徒はほとんどが経済的に恵まれ
た裕福な家庭出身の子どもたちでしたが、少なくとも生徒全体の２０％が貧困世帯の子どもたち
になったのです。
差別やスティグマが生じるのではないかとか、元々通っていた生徒の成績が下がるのではな

いかということが心配されましたが、そうしたことは生じませんでした。それどころか、アル
ファベット順で決まる座席で、偶然、貧困世帯の同級生と席が近くなり、グループワークなど
で一緒に過ごす時間が長くなった生徒たちは、より向社会的で寛大な気持ちを持ち、貧困世帯
の同級生たちと親しく付き合ったことが示されています。
多様な仲間たちとともに過ごし、相手の立場に立って考える経験は子どもたちの向社会性を

身に付ける機会となります。
また、ドイツで小学２～４年生、約６００人の親子を対象に行われた実験では、NPOが大学生

のボランティアを派遣し、約１年間子どもたちと密接にかかわりながら、模範となる「年上の
善き友人」の役割を果たしたときに、子どもたちの向社会性や利他性が高まったことが示され
ています。
この研究では、子どもが母親の向社会性から影響を受けていることも示されています。つま

り、子どもの向社会性や利他性を高めるためには、身近な大人や友人の影響が大きいと言えそ
うです。

（中略）

子どもたちの非認知能力に影響を与える身近な大人として、「先生」の影響を無視すること
はできません。
ノースウェスタン大学のキラボ・ジャクソン教授は、ノースカロライナ州の全公立中学校の

３年生約５７万人と、数学と英語のそれぞれの担当教員約６０００人についての行政記録情報を用い
て、教員が生徒の非認知能力を伸ばせるかどうかを検証しました。この研究では、教員の影響
を「付加価値」という

㋒
シヒョウで測ろうとしました。

（中略）

―８―
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付加価値とは、ある教員が教えた生徒の「学力の伸び」です。実際の研究ではもうちょっと
統計的に複雑な方法で計算しているのですが、大雑把には「学力の伸び」であると理解して

㋓
差

し支えありません。

（中略）

ジャクソン教授は教員の付加価値として、生徒の学力の伸びだけでなく、「非認知能力の伸
び」も含めたのです。

（中略）

ジャクソン教授の研究の結果、明らかになったことは主に３つあります。
１つ目は、学力で測った付加価値と、非認知能力で測った付加価値の相関はかなり低いとい

うことです。つまり、生徒の学力を伸ばすことに長けた教員と非認知能力を伸ばすことに長け
た教員は違うということになるでしょう。

（中略）

生徒の学力と非認知能力の両方を伸ばすことに長けた教員は全体の１０％にも満たないのです
が、どちらか一方を伸ばすことに長けた教員は３０％を超えるということもわかりました。

（中略）

２つ目に、将来の成果に与える影響を見てみると、認知能力で計測された付加価値よりも、
非認知能力で計測された付加価値の影響のほうが大きいということです。
図３‒５を見てください。仮に偏差値で大きさをあらわすとすれば、中学３年生のときに習っ

た教員の「学力の付加価値」が偏差値で１０上昇すると、そのクラスの生徒の高校卒業率は０.１２
ポイント上昇することがわかります。一方、「非認知能力の付加価値」が偏差値で１０上昇する
と、高校卒業率は１.４６ポイントも上昇するのです。
高校卒業率が１.４６ポイント上昇すると言っても、その大きさがよくわからないかもしれませ
んので、どれくらいの経済価値があるのかを調べる必要があります。
ジャクソン教授は、一定の仮定の下で、高校を中退するのと、高校を卒業するのとでどれく

らい生涯収入が異なるかを
㋔
スイケイしています。それによると、生徒１人あたり平均で約１８１５

万円（１２.１万ドル）もの生涯収入の差があるというわけですから、個人にとってみればとても
大きな影響があると言えるでしょう。
そして、中学３年生のときに習った教員の影響は、高校卒業率だけでなく、高校入学後の成

績や中退、大学進学への意欲などにも影響しています。図３‒５からも明らかなとおり、そのほ
とんどにおいて、「学力の付加価値」が高い先生よりも「非認知能力の付加価値」が高い先生
の影響が大きいことがわかります。

―９―
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（中略）

非認知能力を伸ばすことに長けた教員が、子どもたちの将来の成果に影響を与えることはわ
かっていても、それがどのような特徴を持った教員なのかということについては定見は得られ
ていません。この点は、今後の研究が俟たれるところです。
しかし、一連の研究から明らかなことは、子どもたちが身近にいる人たちから影響を受けて����������������������
非認知能力を培っているということです������������������。この分野で優れた研究業績のあるヘックマン教授は、
近著で、非認知能力は「伸ばすことができるし、教えることもできる」と述べています。

（出典） 中室牧子『科学的根拠（エビデンス）で子育て―教育経済学の最前線』ダイヤモンド社（２０２４年）、
４３～４４頁、６８～６９頁、７４～７７頁、７９～８４頁〈一部抜粋〉。資料１の文章は、設問の関係上、出典の
原文にある太字の箇所を太字でなくしている。同様に、詳細な参考文献の情報が掲載された注を削
除している。
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Experiments that enrich the early environments of disadvantaged children provide powerful

evidence against arguments of genetic determinism. They show that enhancements of family

environments can cause improvements in children’s outcomes, and they underscore the role of

non-cognitive skills as channels of improvement.

The most reliable data come from experiments that substantially enrich the early

environments of children living in disadvantaged families. Two of these investigations, the Perry

Preschool Project and the Abecedarian Project, are particularly revealing because they use a

random assignment design and continue to follow the children into their adult years.

①
These studies demonstrate substantial positive effects of early environmental enrichment on

a range of cognitive and non-cognitive skills, school achievement, job performance, and social

behaviors — effects that persist long after the interventions have ended.

（中略）

Perry was an intensive preschool curriculum administered to 58 low-income black children

in Ypsilanti, Michigan, between 1962 and 1967. The treatment consisted of a daily 2.5-hour

classroom session on weekday mornings and a weekly 90-minute home visit by the teacher on

weekday afternoons. The curriculum was geared to the children’s age and capabilities,

emphasizing child-initiated activities that focused on fostering non-cognitive traits. Staff

encouraged children to engage in play activities that had children plan, do, and review tasks

each day. The reviews were collective and taught the children important social skills. The

length of each preschool year was 30 weeks. The control and treatment groups have been

followed through age 40.

（中略）

Among Perry participants, an initial increase in IQ disappeared gradually over four years

following the intervention. Such IQ fadeouts have been observed in other studies. But the

main effects of the Perry remained, and they involve non-cognitive traits. Even though they

were no brighter than the controls as measured by IQ tests, the Perry treatment group did

better than the control group on achievement tests at age fourteen because the adolescent

treatment group members were more engaged in school and learned more. Positive effects

were also documented for a wide range of social behaviors. At the oldest ages studied (40 years

for Perry; 30 for Abecedarian), treated individuals scored higher on achievement tests, attained

higher levels of education, required less special education, earned higher wages, were more

likely to own a home, and were less likely to go on welfare or be incarcerated than controls (see

資料２

―１１―

o-nanami
テキストボックス
　著作権保護の観点から、問題文は掲載していません。




Figure 4.1, 4.2).

（中略）

Well-executed early interventions are very promising. What about those that come later in

life? Their success depends importantly on the quality of earlier interventions. Skills beget skills

and capabilities foster future capabilities. Early mastery of a range of cognitive, social, and

emotional competencies makes learning at later ages more efficient and therefore easier and

more likely to continue.

（１）
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（出典） James J. Heckman, “Giving kids a fair chance”, Cambridge: The MIT Press, 2013, pp.26–33. 〈一部抜
粋〉。設問の関係上、詳細な参考文献等の情報が掲載された注を削除している。

＊ experiment 実験。ここでいう実験とはランダム化比較実験のことである。この実

験は、対象者をランダムに処置グループ（treatment group）と対照

グループ（control group）に分け（random assignment）、処置グルー

プのみに介入し（intervention）、２つのグループの結果を比較するこ

とで、介入の効果を明らかにする方法である。例えば、薬の治験では、

患者をランダムに処置グループと対照グループに分け、前者だけに薬

を与えてから（後者には偽薬を与える）両者の経過を観察して、薬の

効果を検証する。なお、実験の設計によっては、グループの数を２つ

以上に分けることもある。
＊ genetic determinism 遺伝子決定論
＊ underscore ～を強調する
＊ preschool 就学前の
＊ curriculum カリキュラム
＊ adolescent 思春期の
＊ special education 特別支援教育
＊ incarcerate 投獄・収監する
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資料３

表１は、文部科学省が都道府県・政令指定都市の教育委員会等に対して実施した実態調査の
結果のうち、教師不足が生じている学校の割合を示したものである。表２は、三菱UFJ リサー
チ＆コンサルティングが全国の市区町村の保育主管部局を対象として実施したアンケート調査
の結果のうち、常勤の保育人材（保育士等）の過不足状況をまとめたものである。

教師不足が生じている学校数 全体の学校数 割合

小学校 ７９４ １８９９１ ①

中学校 ５５６ ９３２４ ②

高等学校 １２１ ３５０２ ３.５％

特別支援学校 １２０ １０８６ １１.０％

全て・ほと
んどの地域
で過剰傾向
にある

一部の地域
では過剰傾
向にあるが、
概ね過不足
なし

過剰な地域
と不足して
いる地域が
混在傾向に
ある

一部の地域
では不足傾
向にあるが、
概ね過不足
なし

全て・ほと
んどの地域
で不足傾向
にある

過不足は
ない 回答数

公営 １４
１.６％

１２
１.３％

２６
２.９％

１５９
１７.７％

４２９
４７.７％

２６０
２８.９％

９００

私営 ２
０.２％

８
０.９％

５８
６.７％

２４８
２８.６％

③
④

１３２
１５.２％

８６８

表１．教師不足が生じている学校の割合（２０２１年５月１日時点）

※教師不足とは「臨時的任用教員等の講師の確保ができず、実際に学校に配置されている教師の数が、各都
道府県・指定都市等の教育委員会において学校に配置することとしている教師の数（配当数）を満たして
おらず欠員が生じる状態」のことである。

表２．常勤の保育人材の過不足状況（２０２４年１０月時点）

※アンケートの質問文は「貴市区町村における、保育人材の過不足状況の傾向についてうかがいます。（そ
れぞれ１つずつ〇）」である。

（出典） 表１は文部科学省「『教師不足』に関する実態調査」（２０２２年１月）p.４のデータより作成。表２は
三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング「保育人材確保にむけた効果的な取組手法等に関する調査研
究報告書」（２０２５年３月）の図表６５・図表６９のデータより作成。
https://www.mext.go.jp/content/20220128-mxt_kyoikujinzai01-000020293-1.pdf
https://www.murc.jp/wp-content/uploads/2025/04/koukai_250428_03_02.pdf
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　著作権保護の観点から、問題文は掲載していません。



